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2   インド 

当研究所は,事業主体者である柳井電機工業株式会社のインドにおける活動を支援した.同社は

日本において太陽光発電施設の点検事業を展開している.この点検には,ドローンと当社開発の

ソフトウェア「IoT Ninja Bird’s Eye」を使用しており,当社の先進的な取り組みはこれまで

に数多くのメディアで取り上げられてきた.一方,インドは経済成長とともにエネルギー需要が

拡大しており,再生可能エネルギー市場,特に太陽光発電市場は継続的な成長が予測されている. 

 こうした 2 つの主要な背景を踏まえ,日本での技術と経験を活かし,持続可能なエネルギーイ

ンフラの構築に貢献することが,今後の日印経済協力の重要なテーマとなる.同社は,インド市場

の成長機会を捉え,再生可能エネルギー関連事業の拡大を図ることで,長期的な事業展開を目指

していく.本事業では,インド市場への参入に向けた実現可能性調査を実施し,実現可能性の高い

ビジネスモデルの策定を目標とした. 

 実現可能性調査として,インドへ計 3 回渡航し,現地で点検事業に取り組む企業と意見交換や

情報交換を行い,市場や事業の現状把握に努めた.調査結果をもとに複数のビジネスモデルを検

討した結果,ドローンで撮影したデータを解析し,レポート作成を担う「データ解析サービス提

供モデル」が最も実現可能性が高いとの判断に至った.今後は,パートナー企業と連携しながら

スモールスタートを切り,着実に事業の拡大を目指していくものである. 
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3   今後の活動 

本事業を通じて得られた成果と各国との協力関係を基盤とし,2025 年度以降は以下の方向で事

業を発展・深化させていく予定である.まず,エチオピアにおいては LMDAS の導入実績を活か

し,IIIF準拠の国際的な連携アーカイブネットワークへの拡張を目指す Abrehot Libraryを起点

とした近隣大学図書館・地方行政機関との連携強化により,アフリカ全域での展開を視野に入れ

た中長期的なスキームを構築していく.さらに,現地パートナー企業との協働により,デジタル人

材育成や運用支援体制の地元化（ローカライゼーション）を進める.  

一方,インドにおいては,実現可能性調査に基づき策定した「データ解析サービス提供モデル」

の実装フェーズに移行する.初期段階では,現地パートナー企業と連携したスモールスタートに

よる PoC（概念実証）実施と業務フローの最適化を進め,段階的に事業拡大を図る.また,再生可

能エネルギー分野における日印の政策協調や,民間投資促進施策とも連携を図り,日本企業の技

術とインドの成長市場を結びつける具体的なビジネスモデルの構築を目指す. 

今後は,こうした個別展開に加えて,安全性・信頼性を確保したデジタルインフラの国際標準・

ベストプラクティスの蓄積と発信を推進し,日本政府が掲げる「自由で開かれたインド太平洋

（FOIP）」の実現に資する,地域貢献型のデジタル外交モデルとしての確立を目指す.今後も引

き続き,アジア・アフリカをはじめとしたグローバルサウスの国々との共創に努め,持続可能な

国際協力の形を追求していく. 

 

― 20 ― ― 21 ―




































































































































































































